
病院勤務医負担軽減策①
(参考資料)
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勤務医負担軽減計画

病院

②病院内での役割分担

①病院の勤務医負担軽減体制

診療所による在宅診療
訪問看護ステーションによる訪問看護

③医療機関間の役割分担

他の機能を担う医療機関との入院
医療の分担 介護サービス

病院勤務医の負担軽減のための考え方

地域の診療所等との
外来医療等の分担

看護師

医師事務作業補助者

薬剤師 管理栄養士

理学療法士等

退院調整

助産師
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病院勤務医の負担軽減のための考え方

病
院
勤
務
医
負
担
軽
減
の
た
め
の
取
組
み

病院内での
取組み

医師と他職種と
の役割分担

入院時医学管理加算
医師事務作業補助体制加算
ハイリスク分娩管理加算

糖尿病合併症管理料
薬剤管理指導料
医療機器安全管理料
入院栄養食事指導料 等

他の医療機関
等との間の取

組み

医療機関の勤務
医負担軽減体制

入院医療におけ
る役割分担

外来医療におけ
る役割分担

医療機関以外と
の役割分担

地域連携診療計画管理料
地域連携診療計画退院時指導料 等

夜間・早朝等加算
在宅療養支援診療所の評価 等

リハビリテーションにおける介護保険
との役割の明確化
老健施設入所者に係る診療料 等

１

２

３
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注） 内科・・・内科、心療内科、呼吸器科、消化器科、循環器科、アレルギー科、リウマチ科、神経内科
外科・・・外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科
精神科・・・精神科、神経科
耳鼻いんこう科・・・耳鼻いんこう科、気管食道科
泌尿器科・・・泌尿器科、性病科、こう門科

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査
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眼科

皮膚科

リハビリテーション科（理学診療科）

放射線科

麻酔科

病院診療科別医師数の推移

○病院に勤務する医師数は全体でみると増加している（H.2 12万9千人→H.18 16万8千人）
○病院に従事する医師数を診療科別にみると、リハビリテーション科、麻酔科において
医師数の伸びが大きい。
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注） 内科・・・内科、心療内科、呼吸器科、消化器科、循環器科、アレルギー科、リウマチ科、神経内科
外科・・・外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科
精神科・・・精神科、神経科
耳鼻いんこう科・・・耳鼻いんこう科、気管食道科
泌尿器科・・・泌尿器科、性病科、こう門科

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査
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病院診療科別医師数の伸び
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・ 新入院患者数は各年間の患者数 （病院報告）

・ 全身麻酔・手術実施件数は９月中に一般病院で実施した件数（医療施設調査）

・ 外科医師数は、外科・脳神経外科・呼吸器外科・心臓血管外科・小児外科の医師数の合計。 （医師・歯科医師・薬剤師調
査）
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○勤務状況について、３５．９％の医師が「悪化した」「どちらかというと悪化した」と回答した。

○業務負担の変化について、入院診療、外来診療、診療外業務のいずれについても変わらな
いが５～６割で最も多く、次いで、増加したという回答が多かった。

医師の勤務状況の変化

4.2% 9.7% 49.0% 20.6% 15.3% 0.3%0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=6616

改善した どちらかというと改善した 変わらない どちらかというと悪化した 悪化した その他 無回答

11.7%

5.9%

1.8%

61.11%

53.82%

51.87%

25.5%

37.7%

45.6%

1.8%

2.6%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入院

外来

病院内の診療外業務

軽減した 変わらない 増加した 無回答

１年前と比較した業務負担の変化（N=6616)

１年前と比較した業務負担の変化（N=6616)

（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成
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平成１８年３月 医師需給に係る医師の勤務状況調査

回答医師数（病院常勤医師：６６５０人、無床診療所医師：４７３人）

※滞在時間とは、業務時間に加え、休憩時間、自己研修、研究といった時間も含む医療施設に滞在する時間

※業務時間とは、医師が医療機関において過ごす時間のうち、診療、教育、他のスタッフ等への教育、その他の会議等の時間

業
務
時
間

滞
在
時
間

「医師需給に係る医師の勤務状況調査」による医師の勤務時間
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○医師の１週間当たりの実勤務時間は平均６１．３時間であった。特に救急科で７４．４時間と
長い傾向が見られた。
○医師の平均当直回数は２．７８回/月であった。小児科３．４８回/月、産科・産婦人科４．５１
回/月、救急科５．４８回/月と、これらの科では特に当直回数が多かった。

医師の勤務時間、当直回数
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（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成）
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○医師の１週間当たりの実勤務時間は平均６１．３時間であった。勤務時間区分別にみると、
60時間以上70時間未満/週を勤務している医師が最も多かった。救急科では100時間/週以上
勤務する医師が15%であった。

診療科別医師の勤務時間

直近１週間の実勤務時間の分布（全体n=4,227）

（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成）
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○日常業務において最も負担が重いと医師が考える業務は、当直業務であった。
○連続当直にならないような配慮は77.0%でなされていたが、当直翌日に仮眠をとれる配慮は
がされているのは10.9%、当直翌日に早く帰れる配慮がされているのは19.4%であった。

日常業務において負担が最も重いと感じる業務

17.8 20.9 30.6 3.7 12.5 12.8 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

（n=4227）

入院診療 外来診療 当直 院内における教育･指導 病院内の診療外業務 その他 無回答

入院診療 外来診療 当直

19.4

10.9

77.0

72.6

81.0

14.7

8.0

8.1

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当直翌日は早く帰れる配慮がされている

当直翌日は仮眠をとれる配慮がされている

連続当直にならない配慮がされている

はい いいえ 無回答

（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成
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当直後の配慮

日常業務において負担が最も重いと感じる業務



○救急科、外科、産科・産婦人科についてみると、救急科では当直が負担という割合が44.0%
と他科と比較して大きいが、翌日の仮眠等の配慮も比較的なされている。
○外科においては、入院診療の割合が26.2%と、比較的大きくなっている。

当直後の配慮

8.8 7.7 44.0 7.7 18.7 9.9 3.3
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救急科
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26.2 15.2 26.8 1.7 17.1 11.61.4
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8.2 25.2 37.7 3.7 12.5 11.41.3
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（n=377）
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病院内の診療外業務 その他
無回答
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連続当直にならない配慮がされている

はい いいえ 無回答（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成
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当直後の配慮日常業務において負担が最も重いと感じる業務



( 日本外科学会 アンケート調査 より ) 
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○当直明けの手術への参加が「いつも」あるいは「しばしば」あると回答した医師は59%であっ
た。40代以下の医師に限ると70%以上に上る。

13

外科における当直明けの手術参加の状況



○具体的な業務では、診断書、主治医意見書の記載等、事務作業と、検査の手順等の患者への説明業
務が負担が重いと感じるようであった。

○診断書の記載等の事務作業に関する業務分担の進捗状況は２９．４％であった。検査等の説明に関し
ては１１．０％と低かった。

医師にとって負担が重いと感じる具体的な業務と業務分担を進めたもの（医師のみ，n=4227）

負担が重いと感じる業務
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（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成
14



○「診断書、診療録・処方せんの記載の補助」「主治医意見書の記載の補助」「診察名検査等の予約オーダリングシステ
ム入力や電子カルテの入力の代行」について、業務分担を行ったことによる業務負担軽減の効果を尋ねたところ、いずれ
も７０％以上の医師が効果があったと回答した。
○医師事務作業補助者の配置が多い医療機関の医師ほど、効果があったとの回答が多くみられた。

事務作業に関する業務分担の効果

図表 171 実施している業務分担の効果
～⑤診察や検査等の予約オーダリングシステム入力や電子カルテの入力の代行～

図表 169 実施している業務分担の効果
～④主治医意見書の記載の補助～

図表 167 実施している業務分担の効果
～③診断書、診療録・処方せんの記載の補助～

（平成20年度 検証部会調査「病院

勤務医の負担軽減の実態調査」より
作成
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効果があった どちらかといえば効果があった

どちらともいえない どちらかといえば効果がなかった

効果がなかった 無回答
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病院勤務医負担軽減のための施策

補助金 診療報酬

勤務医の
勤務体系

医師交代勤務等導入促進事業（医政局）

勤務医の過重労働軽減のため、「交代勤務制」を導入し、
勤務環境の改善を図る。（代替医師の雇用謝金など）

短時間正規雇用支援事業（医政局）

勤務医の過重労働軽減のため、「短時間正規雇用」を導入
し、勤務環境の改善を図る。（代替医師の雇用謝金）

勤務医の
給与

女性医師
支援

女性医師バンク事業等の実施により、女性医師の離職防止、
再就業支援を図る。（事業経費など）

女性医師支援センター事業（医政局）

医師事務作
業補助者の
配置

医師事務作業補助者を設置・充実させ、医師の業務負担の
軽減を図る。（研修受講中の代替職員の賃金）

医師事務作業補助者設置支援事業（医政局）

勤務医の負担軽減のための対策を
とる病院の評価

入院時医学管理加算

ハイリスク分娩管理加算

医師事務作業補助者を配置し、勤務
医負担軽減体制を取った場合の評価

医師事務作業補助体制加算

産科医の処遇を改善し、その確保を図る。（分娩取扱手当、
産科後期研修医手当）

産科医等育成・確保支援事業（医政局）

救急医の処遇を改善し、その確保を図る。（救急勤務医手当）

休日夜間救急患者受入医療機関支援事業（医政局）

保育所運営の支援を行い、女性医療従事者の離職防止、
再就業支援を図る。（保育士の人件費など）

病院内保育所運営事業（医政局）
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○医師事務作業補助体制加算の届出のある施設における医師事務作業補助者数は平均100
床あたり１．９人であった。

○１００床当たり４人までの配置をとる施設が多かったが、診療報酬上評価のある１００床当た
り4人を超えて配置する医療機関も見られた。

医師事務作業補助者の配置状況

（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成
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○医師事務作業補助体制加算の届出のある施設における医師事務作業１人当たりの医師数
は平均１１．７人であった。

医師事務作業補助者の配置状況

（平成20年度 検証部会調査「病院勤務医の負担軽減の実態調査」より作成
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横須賀市立市民病院における勤務
医負担軽減策の取組み状況
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横須賀市立市民病院の概要

病床数：482病床
届出入院料：一般病棟入院基本料

亜急性期入院医療管理料１
主な届出入院基本料等加算：
・入院時医学管理加算
・医師事務作業補助体制加算
・超急性期脳卒中加算
・ハイリスク妊娠管理加算
・ハイリスク分娩管理加算 等

平均在院日数：14.77日（ＤＰＣ調査）
救急搬送件数：526件
全身麻酔件数：470件
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勤務医の勤務状況の把握・管理について

１．勤務医1人1人の勤務状況の把握について
・医師個人が時間外労働時間を記録し、部科長が月単位で確認。

・当直・オンコール当番は病棟勤務は総務課、外来勤務は医事課が計画を作成し、
前月末までに各科に通知。
・事務方で過度の時間外勤務や当直を確認した場合、安全衛生委員会へ報告。

現在確認している勤務状況の例
・残業時間：平均13.3時間／週
・外科系診療科で外来患者が多く、残業が長い。
・入院のない放射線科や精神科は比較的残業時間が尐ない。
・当直回数は、他科と別の救急体制を取っている産科・小児科で多い。
（産科で1人月7～8回）

２．勤務医から業務負担等に関する要望等を吸い上げる仕組みについて
・診療部科長会：月１回、事務局と診療科長以上が参加
・医局会：月１回、診療科長以下の職員が参加
・病院長による個人面談：年２回、基本的に診療科長以上の医師を対象
・医師から要望が出された場合、関連のある事務局が調整に入り対応。
・医師とコメディカルが話し合いを行う場は特に設置していない。

具体的に実施した要望の例
・短時間労働医師、非常勤医師による外来診療や当直の実施
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勤務医の負担軽減計画の策定について

１．計画策定体制
医事課職員が中心となり、関係部署（医師、看護師等）と協議しながら策定。

２．策定にあたり行ったこと
勤務医に対するアンケート調査。

ある
85%

ない
11%

どちらとも言

えない
4%

n=26

現在の事務作業で事務職員が実施できると思われ
る業務はありますか？

0 2 4 6 8 10 12 14 16

文書作成補助業務

診療録（指示）等の代行入力

診療に関するデータ整理

院内がん登録等の統計・調査

医師の教育や臨床研修の

カンファレンスのための準備作業

救急医療情報システム等への入力作業

感染症サーベイランス事業に係る入力

その他

実施できると思われる業務区分は？
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具体的な勤務医負担軽減計画

１．医師・看護師等の役割分担
・横須賀市事務分掌規則による病院職員の役割分担明確化
・役割分担の計画及び状況を作成（別紙）

２．医師事務作業補助
・放射線科における医師の音声入力に基づく読影レポートの作成
・診断書等作成補助、カルテ準備、患者への連絡等の補助業務
・救急医療情報システムの情報更新等

３．短時間正規雇用医師の活用
短時間正規雇用医師・非常勤医師の外来診療、当直等への活用

４．地域の他の医療機関との連携体制
・地域医療連携室の設置（平成１２年）

・横須賀市立市民病院利用医師登録制度（平成１６年）：県内二次医療圏の医療機
関の医師との連携、かかりつけ医等の支援
・地域医療支援病院の認定（平成１８年）

５．外来縮小の取組み
・初診の選定療養費の増額
・初診患者の診療を主目的としていた外来を縮小
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役割分担の計画及び状況
業務内容 状況及び計画

１．医師・看護師等の医療関係職と事務職員等との役割分担

書類作成等

診断書・主治医意見書等の作成補助

医師事務作業補助者を4名配置し、患者基本情報他記載可能な部分を記入後、診療録
等と併せて、担当医師に確認依頼している。今後は、事務職員を始め各職種が行って
いる補助業務の洗い出しを行い、医師事務作業補助者を増員することで、更なる医師
の負担軽減を図る。

診療予約入力 紹介患者に係る予約入力については地域医療連携室の職員が行っている。

ベッドメイキング
退院後の患者の空ベッド及び離床可能な患者のベッドについては、看護補助者が行っ
ている。

搬送業務

物品の搬送・補充
日勤帯においては、物品搬送の専従者が行っている。搬送頻度の拡大について検討中
である。

患者の検査室等への移送
患者の状態等、特に問題がない場合においては、原則として看護助手が行うこととして
いる。ただし、助手の不在時は医師・看護職員等が行うこともあるため、看護助手を増
員するなどの対応を検討する。

その他

診療報酬請求書の作成
請求事務については、医事課にて行っている。医師によるレセプト点検業務は、点検シ
ステムを導入し、チェック部分のみを確認することで負担軽減を図っている。

書類や伝票の整理
病棟における業務については、病棟クラークを配置（委託）し、看護職員が本来業務に
専念できる環境を整えている。

検査室等への患者の案内 検査実施部門の受付・事務担当職員が案内している。

入院時の案内
総合案内とは別に「入院案内」を設置し、事務職員による入院に関するオリエンテーショ
ンを行っている。

入院患者に係る食事の配膳
栄養管理部門と看護部門が共同で行っている。今後は、栄養管理部門中心で行うよう
検討していく。

受付・診療録の準備
外来受付業務は、各外来の受付事務職員が行い、カルテの搬送は医事課事務職員が
行っている。

内科系外来診察室における医師補助
内科系外来においては、看護師が事務作業を行っている時間が多いため、医療（メディ
カル）エイドを採用、配置し、看護師を処置、化学療法、日帰り手術等の業務へ配置換
えした。（平成２０年度）
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役割分担の計画及び状況

２．医師と助産師との役割分担

助産師の積極的な活用
助産師による助産師外来（妊婦健診、保健指導、母乳相談）を実施しており、今後は、
助産師外来の回数を拡大し、「院内助産」の開設を目標としている。

３．医師と看護師等の医療関係職との役割分担

看護師による薬剤投与量の調節
オーダリングによる医師の指示（対症指示）に沿って看護師が判断し、施行している。
判断が困難な場合は、医師へ連絡し再度指示を仰いでいる。

看護師による静脈注射及び留置針によるルート確保
日本看護協会の指針に基づき作成した院内指針により2007年から実施している。技
術訓練について、新人に対して集合教育を行い、その後はＯＪＴで行っている。

看護師による診療の優先順位の決定（救急等）
救急外来について、各勤務帯における専任看護師のリーダーがトリアージの役割を
担っている。現在、トリアージの基準を明確にすべく、検討中である。

看護師による入院中の療養生活に関する対応
医師の指示に沿った看護ケアについては、「チームケアシート」に明記され、それに
沿って各自又はチームで情報共有を行い、実施している。

看護師による患者・家族への説明
特殊外来においては、専任の看護師が指導・相談に対応している。在宅酸素、ストー
マ外来、糖尿病内科（糖尿病認定看護師）、腎臓内科（透析認定看護師）など

臨床検査技師による採血、検査説明
平成２０年７月より採血室で実施する採血業務の一部を、看護師に代わって臨床検
査技師が行っている。

薬剤師による薬剤管理
病棟等の薬剤の在庫管理 全て薬剤師が行っている。

ミキシング
抗がん剤のみ薬剤師が行っている。今後は、ＩＶＨなど薬剤師によるミキシングの範囲
を拡大する予定である。

与薬等の準備 全て薬剤師が行っている。

臨床工学技士による医療機器の管理 医療機器安全対策要領を定め、臨床工学技士による管理が行われている。

業務内容 状況及び計画
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導入後の課題

○ 医師個人や診療科の特性により他職種に求める業務が異なる。各職種、診療科
の業務内容の把握が課題。

○ 医療クラークにまかせる業務内容は、臨床のニーズに応じて、ある程度柔軟に対
応する必要がある。

○ 医師の業務負担を軽減するためには、医師と看護師間だけでなく、専門職全体で
の業務分担が必要となる。そのためには、専門職種内・間での綿密な打ち合わせや
ルール作成、研修等とともに、事務部門による調整が重要。実施までには２年程度の
期間がかかる。

○ 外来縮小を進めた場合、地域の医療機関との連携体制が確立されていない場
合、確実に収入が減尐する等、勤務医負担軽減を進めることでのデメリットも考慮す
る必要がある。

○ 職員数の管理は全て、市議会を通す必要があり、対応することが簡単ではない。
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埼玉県済生会栗橋病院

病院長 遠藤康弘

済生会栗橋病院における
医師事務作業補助者導入の取組と効果

厚生労働省医政局勉強会
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内科（3名）
カルテ振り分け
かかりつけ医紹介補足説明
紹介状作成
大腸内視鏡検査説明
心カテ・ペースメーカパス
糖尿病入院予約
ＴＢＬＢ入院予約
SAS外来準備
レントゲン貸し出し

外来診療補助（7名）
入院書類作成
検査・入院説明
逆紹介などの紹介状作成
カルテ振り分け

放射線科
（1名）

医局
（1名）

文書作成補助（2名）
各種保険入院証明書
介護保険意見書
傷病手当金
生活保護

医局秘書課

外科(2名)
泌尿器(科1名)
診察介助
紹介状・報告書等入力
紹介用資料準備
手術カンファ資料準備
手術台帳入力
合併症台帳入力
予約カルテ準備
外来予約日調整
手術日調整
入院計画書・予約表・
手術申込書・承諾書作成

小児科（1名）
診察準備・介助
入院計画書作成
オーダーへの入力補助
紹介状・返信作成
入院セット作成
その他印刷物の準備

医療秘書の体制と業務
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（常勤医45名中39名から回答）*医療に専念できる、書類作成のストレス解消、
チームで働いている実感、暇になった、
早く患者に書類を渡せる、台帳業務をやってもらえる

医療秘書導入後の評価
ー常勤医無記名アンケート調査よりー
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藤沢市民病院における
交代制勤務の取組み
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病院概要

• 湘南東部医療圏における地域中核病院

• 小児救急医療拠点病院、地域がん診療連携拠点病院、救
命救急センター

• 病床数：536床
• ハイリスク分娩管理加算算定
• 救急外来約3万人/年、救急車20.6台/日
• 小児救急外来約１万５千人（うち夜間約１万３千人）

【交替制勤務導入経緯】
• 2000年救急医療を担う地域医療支援病院となり、
小児科においても24時間救急を行うこととなった。

• 2002年より小児科において交替制勤務を導入。
• 2007年より救命救急科においても交替制勤務を導入
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勤務体制
小児科医師１３名（一般小児科７名、NICU４名、交替制勤務２名）

夜間小児救急外来患者数 約13, 000人

【交替制勤務】

• 曜日交代で１ヶ月２名が夜間外来に専念

• 原則、昼間の一般外来、病棟受け持ちは免除

• 週３回の夜勤勤務（16:30～翌9:00）

交代勤務医Ａ 月・水・金 交代勤務医Ｂ 火・木・日

【延長勤務】

準夜帯の応援医師１名が22時まで勤務（翌日全休または半休）

【NICU】

NICUに別途当直医1名配置。NICU当直は通常勤務後そのまま当直業務を行い、翌
日も通常勤務。

救急外来 日 月 火 水 木 金 土

昼 Ｃ Ｄ

夜 Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｅ

土曜・日曜の昼、金曜夜は別の医師（Ｃ，Ｄ，Ｅ）が担当
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メリット デメリット

○救急外来に専念でき、時間外診療であっても
十分な医療を提供できる。

○医師の精神的、身体的負担が軽減。

○医師の集中力が維持され、事故防止に繋が
る。

○患者に対する接遇が改善。

○外来、入院の一般診療における担当医が入
れ替わるため、継続的な診療が困難。

○昼間の臓器別専門外来との両立が困難。

○体力、年齢、疾病、妊娠、家族の状況により
夜間勤務が制限される。

○（夜勤を通常業務と評価するため、当直料は
なく）収入が減尐する。

交代制勤務

【まとめ】

○人的資源があり、救急外来患者数が多い等、夜間においても
日中と同程度の診療を提供する必要がある診療科において有効

【交替制勤務に対する意見】
交代制勤務で楽になった。 シフト勤務が続くと飽きる。
週末に全く勤務がない機会は極めて尐ない。など
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